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７１％が
日本商船隊向け
（金額ベース）

船隊の８６％
国内調達
（隻数ベース）

事業所数：約1,100事業所
従業員数：約4７,000人
生産高：約９,７００億円

５８％が
国内造船所向け
（金額ベース）

舶用品の９１％
国内調達

（金額ベース）

事業所数：約1,000事業所
従業員数：約８３,０00人

営業収入：約2兆４,０00億円（主要14社合計）

事業者数：外航 約700事業者、内航 約1,６00事業者
従業員数：外航 約1,400人（推計）、内航 約2１,000人

事業者数：外航 約200事業者、内航 約２,４５0事業者
従業員数：外航 約7,000人、内航 約６６,000人

営業収入：外航 約4兆7,347億円 内航 約1,3兆円

船舶の提供
（用船契約）

荷物の運送 船員

内航船員
約27,000人

外航船員
日本人 約 2,000人
外国人 約５６,000人

商船系大学
高等専門学校
＜座学＞
７校

定員3７0人

船員の育成

船員教育
訓練機関

安定的
な供給

）

○技術開発・国際
基準作りの一体的
な推進
○我が国造船業の
競争力強化
○我が国主導によ
り世界初となる船
舶からののＣＯ2

排出規制を導入

国際
基準

日本の海事産業クラスター

国立研究開発法人海
上技術安全研究所に
よる技術研究開発

独立行政法人
航海訓練所
＜乗船実習＞
練習船５隻

独立行政法人
海技教育機構
＜座学＞
８校

定員450人
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佐伯市
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玉名郡

25%

長崎市
93%

西海市

17%

三原市

21%

佐世保市
33%

伊万里市

○ 国内に生産拠点を維持し、地域の経済・雇用を支える （舶用工業と合わせて12.5万人、売上3.2兆円、国産化率約9割）。

○ 輸出比率90％、世界のマーケットで中国・韓国と競争（近年のシェアは世界３位、約２割で推移）。

○ 国際基準化と並行した省エネ技術開発に成功。アベノミクスによる円高是正により、 2013年以降、受注が急速に増加（2015
年1～9月期のシェアは２９％で中国を抜いて2位）。

国内

85％

海外
15％

国内生産比率

地方圏

９３％

地方生産比率

大都市圏
7％

世界経済の成長に伴い、海運・造船市場は長期的に拡大 若者を確保、年齢構成は大きく若返り
※以下は現場で働く技能者（社内工）

製造業の生産高に占める造船業のシェア

国内生産中心、地方圏に立地

出典： 製造業全体は、経済産業省「平成25年工業統計調査」
造船業は、国土交通省調べ
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（百万トン）

世界の海上荷動き
量は継続増加

→新造船需要は長
期的に増

20代以下が36％

日本の新造船受注量シェアは増加、中国は減少

日本
18%

中国
38%

韓国
34%

2008-13平均

日本
24%

中国
38%

韓国
30%

2014

日本
29%

中国
28%

韓国
34%

2015 (1-9月）

高性能・高品質の日本建造船への回帰

造船各社、増産体制へ

（例）超大型コンテナ船を連続受注、新ドック建設中（今治造船）

日本造船業の概況
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１９５６年に建造量世界シェア１位。１９７０～８０年代は、５割に近いシェア。オイル
ショック以降は造船所の新設は行わず、各造船所での生産性を向上させつつ、建造
能力に見合った受注･建造を実施。２０００年代に入って、経営統合が進展。

１９８０年代から、大規模な造船所新設によりシェア拡大。９０年代後半にはアジア通
貨危機の影響で、大規模設備投資を行った複数の造船所が経営危機に陥るが、政
府及び大手造船の支援により、建造能力は温存。

日
本

韓
国

中
国

２０００年代半ばから、国営造船所の設備拡張に加えて多数の新規民営造船所が台
頭し、建造能力が急激に増大。バルカー（ばら積み船）中心に受注拡大したが、リーマ
ンショック後、中小の民営造船所は苦境。政府は国営海運からの発注を国営造船所
に集中させるとともに、代替建造に補助し、国営造船所を支援。

アベノミクスによる円高是正もあり、高性能･高品質
な日本造船所へ顧客が回帰し、受注シェア拡大。

日本、韓国、中国造船所のこれまでの流れ 直近の動向

海洋資源開発分野の比重を高めた大手は原油
価格低迷に伴う投資減退により業績が悪化。タン
カーなどの一般商船に回帰する動き。

バルカーの市況悪化で、民営は一部大手も含
めて受注枯渇。政府は代替建造補助を延長。
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2013年以降、中国は受注減、日本は受
注増。これらが建造量に表れるのは、
2016年以降。
日本の建造量は増加に転じる見込み。

海上荷動き量はGDPに密接に連関。
世界経済が成長する限り今後も伸び
続ける。→新造船需要全体は伸びる

｢造りすぎ｣：現在は、調整期間
（中国を中心に受注が減少）

世界の建造量の推移 日本と中国の近年の受注量（月平均）

（1～9月）
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造船企業別竣工量ランキング（2014年）

出典：民間データベースより国交省作成 6
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※今治造船は、岩城造船・新笠戸ドック、しまなみ造船・あいえす造船を含む
名村造船は、函館どっく・佐世保重工を含む
三井造船は、四国どっく・南日本造船を含む



② IHI MUとユニバーサル造船の統合
（2013年1月）

① 今治造船による幸陽船渠の吸収合併
（2014年2月）

③名村造船所が佐世保重工業を完全子会社化
（2014年9月）

2000年 建造量 2012年 2015年 イメージ

出典：ＩＨＳ Ｆａｉｒｐｌａｙ

今治造船による常石造船多度津工場の買収
（2015年１月）

0 100 200 300 400

今治造船

ユニバーサル造船

大島造船所

幸陽船渠

三井造船

名村造船所

常石造船

新来島どっく

ＩＨＩＭＵ

三菱重工業

川崎重工業

サノヤス造船

佐世保重工業

万総トン

0 100 200 300 400 500

今治造船

ＪＭＵ

名村＋佐世保

大島造船所

三井造船

新来島どっく

三菱重工業

川崎重工業

常石造船

サノヤス造船

尾道造船

神田造船所

住友重機械Ｍｴﾝｼﾞ

万総トン
0 100 200

三菱重工業

ＩＨＩ

今治造船

日立造船

日本鋼管

三井造船

大島造船所

幸陽船渠

佐世保重工業

住友重機械工業

名村造船所

新来島どっく

川崎重工業

常石造船

万総トン

（2014年の建造量に基づく※）

※2013年以降の受注量増加が建造量増加に反映される
のは2016年以降

企業統合による造船事業者の経営規模の拡大
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今治造船

433万GT

JMU

210万GT
名村造船所

129万GT

大島造船所

123万GT

新来島どつく

75万GT

常石造船

73万GT

三井造船

71万GT

三菱重工業

65万GT

サノヤス造船

41万GT

尾道造船

33万GT

住友重機械ME

11万GT

川崎重工業

11万GT
内海造船

8万GT

その他

新造船建造量（2014年）

7隻3隻

2隻

13隻

8隻

13隻

31隻

17隻

35隻

33隻

28隻

37隻

94隻

8

売上高（主要13社※） 2.4兆円（2014年度） Source:各社決算資料

事業者数 980社（2015.4現在） Source:海事局調べ

労働人口 82,579人（2015.4現在） Source:海事局調べ

新造船建造量（2014年）

出典:民間データベースより国交省作成

日本造船業の概要

主要13社※の新造船建造量が
国内建造量の9割以上を占める

計 502隻
1,341万総トン
（前年比8.1%減）

※建造量の大きい決算公告を行っている13社



9

新来島どっく
大西工場

今治造船今治工場

今治造船西条工場

今治造船
丸亀事業本部

大島造船所

三菱重工業
長崎造船所

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾏﾘﾝﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ
有明事業所

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾏﾘﾝﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ
呉事業所

三井造船
玉野事業所

佐世保重工業㈱

名村造船所
伊万里事業所

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾏﾘﾝﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ
舞鶴事業所

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾏﾘﾝﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ
津事業所

住友重機械
ﾏﾘﾝｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾏﾘﾝﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ
横浜事業所

三井造船
千葉事業所

瀬戸内、北部九州を中心に造船所群を形成
サノヤス造船

川崎重工業
坂出工場

常石造船常石工場

川崎重工業
神戸造船所

日本主要造船所の分布（16社 38事業所）

尾道造船尾道造船所

内海造船因島工場

今治造船広島工場

①今治造船㈱
・今治工場
・丸亀事業本部
・多度津工場
・西条工場
・広島工場
・岩城造船㈱
・㈱新笠戸ドック
・あいえす造船㈱
・しまなみ造船㈱

②ｼﾞｬﾊﾟﾝﾏﾘﾝﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ㈱
・津事業所
・有明事業所
・舞鶴事業所
・横浜事業所
・呉事業所

③㈱大島造船所

④㈱名村造船所
・伊万里事業所
・函館どつく㈱
・佐世保重工業㈱

⑤三井造船㈱
・玉野事業所
・千葉事業所
・南日本造船㈱
・四国ドック㈱

⑥㈱新来島どっく
・大西工場
・㈱新来島豊橋造船
・新高知重工㈱

⑦常石造船㈱
・常石工場

⑧川崎重工業㈱
・神戸造船所
・坂出工場

⑨三菱重工業㈱
・下関造船所
・長崎造船所

⑩尾道造船㈱
・尾道造船所
・佐伯重工業㈱

⑪サノヤス造船㈱

⑫住友重機械
ﾏﾘﾝｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

⑬北日本造船㈱

⑭㈱神田造船所

⑮内海造船㈱
・因島工場

⑯福岡造船㈱
・長崎工場

今治造船
多度津工場

神田造船所

北日本造船

函館どつく

佐伯重工業

四国ドック

南日本造船
下ノ江工場

新高知重工

新来島豊橋造船

岩城造船

新笠戸ドック

あいえす造船

しまなみ造船

福岡造船
長崎工場

（八戸市）

（横須賀市）

（西海市）

（倉敷市）

（高松市）

（福山市）

（尾道市）

（三原市）

（三原市）

（下松市）

（越智郡上島町）

（仲多度郡多度津町）

（今治市）

（今治市）

（今治市）

（玉名郡長洲町）

（市原市）

（臼杵市）

主要造船所
（グループ企業含む建造量が多い造船所を抽出）

南日本造船
大在工場

三菱重工業
下関造船所
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世界の新造船建造量と船価、為替レートの推移
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世界計

為替レート

CGT当たり船価

線形 (為替レー

ト)

★ 88年3月
第二次造船設備削減

建造量/万総トン

出典：海事局作成〔建造量〕
：東京市場ドル・円レートより海事局作成〔為替レート〕

CGT当たりの船価は、年度集計（海事局調べ）

円／ドルレート
ＣＧＴ当たり船価 千円

2014年
中国：35%
韓国：35%
日本：20%
欧州：3%

★ 85年9月
プラザ合意

★ 97年7月
アジア通貨危機

★01年
ＩＴ不況

★94・95年
円高不況

★08年9月
リーマン
ショック

★73年2月
円、変動相場制に移行
(271円/＄)

★ 73年10月
第一次オイルショック

★ 78年末
第二次オイルショック

★ 80年3月
第一次造船設備削減

線形近似
（為替レート）

長期トレンドとして円高が進んでいる。
造船業は円高 対 生産性向上の戦い。



日本有利
（円安・ウォン高）

韓国有利
（円高・ウォン安）
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円/ドル、ウォン/ドル（1994年=100）
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為替の推移

90～00年代は、円高・ウォン安の傾向であったが、2012年下期より大幅に円高是正が進み、リーマンショック
(2008年10月)前の水準まで回復し、韓国との競争条件が改善。

2015年12月現在
9.77ウォン/円

2015年12月現在
1,177.50ウォン/ドル

2015年12月現在
120.5円/ドル

リーマンショックアジア通貨危機 リーマンショックアジア通貨危機

ウォン/円

12
出典：東京市場月末の中心値

韓国外換銀行の月末の公示レート
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中小造船業の動向

（例）風圧抵抗を軽減する球状船首にブリッジと居住区を
一体化して船の前端に配置。省エネと船内騒音軽減を達成

中小造船事業者は、船主のニーズに合わせた多様な内航船・近海船をラインナップするとともに、
高性能の船舶の開発にも取り組んでいる。
近年、内航船（特に貨物船）の建造需要が、増加傾向にある。
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出典：日本内航海運組合総連合会

2015年度については、5，7，9,11,1月期の建造認定（1月は申請ベース）

98

130

内航船舶 建造認定実績

省エネ等技術開発の取組

中小造船事業者が供給している船舶
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内航船舶の動向

国内海上輸送量は、減少傾向にあったが、2010年頃より横ばいで推移。
内航船舶の隻数は、減少傾向にある反面、一隻あたりの総トン数は、増加傾向にある。
また、内航船舶の71%が14歳以上の船齢であり、老朽化が進行している中、代替建造需要が期待される。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

５．就労状況
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造船業に従事する就労者は、約８万人で推移。（造船・舶用工業では、約１３万人）

海事局調べ。

職 員
設計・研究開発
などの「技術者」

社外工

【造船所本体で雇用】

【下請（協力会社）で雇用】

社内工

現場で働く
「技能者」

事務職

日本造船業の就労者数の推移
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出典：（一社）日本造船工業会調べ。

日本造船業の技能者（社内工）の年齢構成の変化

○ 日本造船業の技能者は、 10年前の高齢化構造が改善し、20～30代の割合が増加。
○ ただし、60代以上の高齢者も増加し、技能に優れたベテランの再雇用に頼っている傾向も見える。
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我が国造船業の女性就労者数の状況（2015年1月→4月）
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技術者（女）

技術者（男）

事務職（女）

事務職（男）

79,499人 82,579人

造船業全体（↑3.9％）
（男性：↑3.8% 女性：↑5.5%）

社外工
↑4.7%

社内工
↑1.7%

事務職
↑1.0%

技術者
↑6.9%

全ての就労分野で就労者数が増加 （+3.9%）
特に、技術者が大きく増加 （+6.9%）
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全ての就労分野で女性就労者が増加 （+5.5% 男性は+3.8%）

特に、現場技能者が大きく増加 （社内工、社外工とも+11.3%）

海事局調べ。
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